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財
務
省
は
国
債
や
借
入

金
な
ど
の
合
計
額
が
来
年

３
月
末
に
約
１
１
４
４
兆

円
に
な
る
見
込
み
と
発
表
。 

 

安
倍
総
理
は
来
年
10
月

に
予
定
し
て
い
た
消
費
税

の
８
％
か
ら
10
％
に
引
き

上
げ
を
１
年
半
遅
ら
せ
２

０
１
７
年
４
月
と
し
た
。

課
題
で
あ
る
は
ず
の
代
替

え
財
源
５
兆
円
は
示
さ
れ

て
い
な
い
。
15
年
度
に
半

減
し
「
20
年
度
に
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
」

と
い
う
財
政
健
全
化
目
標

を
国
民
と
国
際
社
会
に
示 

           
し
ア
ピ
ー
ル
は
し
た
が
、

福
祉
と
税
の
一
体
改
革
で

社
会
保
障
以
外
に
消
費
税

を
使
わ
な
い
と
カ
ッ
コ
は

い
い
が
不
可
能
に
近
く
財

政
再
建
の
目
途
は
立
っ
て

い
な
い
。 

イ
ギ
リ
ス
の
「
鉄
の
女
」

と
異
名
を
持
っ
た
マ
ー
ガ

レ
ッ
ト
・
サ
ッ
チ
ャ
ー
首 

      

           

相
は
１
９
７
５
～
１
９
９

０
年
３
度
の
総
選
挙
を
乗

り
切
り
、
保
守
的
か
つ
急

進
的
な
改
革
を
断
行
。
強

い
姿
勢
で
電
話
、
ガ
ス
、

空
港
、
航
空
、
水
道
な
ど

の
国
有
企
業
の
民
営
化
や

規
制
緩
和
を
し
て
金
融
シ

ス
テ
ム
改
革
を
掲
げ
、
付

加
価
値
税(

消
費
税)

を
１

９
７
９
年
に
８
％
か
ら

15
％
に
引
き
上
げ
た
。
更

に
「
人
頭
税
」
を
提
案
し

大
き
な
話
題
を
呼
ん
だ
財

政
改
革
断
行
の
先
駆
者
だ
。 

政
府
は
増
え
続
け
る
国 

   の
借
金
を
１
０
０
０
兆
円

以
上
増
や
さ
な
い
と
明
言

し
、
消
費
税
10
％
約
25
兆

円
を｢

借
金
特
別
税｣

と
し

て
国
民
よ
り
徴
収
し
、
借

金
を
１
０
０
年
払
い
で
毎

年
元
本
10
兆
円
と
国
債
全

体
の
利
子
払
い
15
兆
円
、

計
25
兆
円
に
充
て
政
治
責

任
を
明
確
に
解
り
易
く
し

て
若
者
の
政
治
ヘ
の
関
心

を
高
め
る
必
要
が
あ
る
。

特
定
秘
密
法
は
12

月
10

日
に
施
行
さ
れ
、
集
団
的

自
衛
権
や
更
に
憲
法
改
正

論
議
以
前
の
問
題
だ
。 

     

９
月
３
日
に
発
表
し
た

27
年
度
一
般
会
計
概
算
要

求
に
よ
る
と
全
体
予
算
は 

   

約
１
０
２
兆
円
で
国
債
費

が
25
兆
８
２
３
８
億
円
、

厚
生
労
働
省
は
31
兆
６
６

８
８
億
円
、
地
方
交
付
税

交
付
金
等
は
16
兆
９
７
２

億
円
で
全
体
予
算
か
ら
国

債
費
を
省
い
た
予
算
額
は

75
兆
８
５
６
７
億
円
と
な

っ
て
い
る
。 

約
26
兆
円
の
国
債
費
を

別
途
と
し
て
国
家
税
収

(

歳
入)

を
70
兆
円
に
目
標

を
定
め
、
あ
ら
ゆ
る
税
制

優
遇
策
も
見
直
し
15
兆
円

程
度
を
増
税
し
て
、
そ
の

範
囲
内
で
予
算
配
分(

歳

出)

を
示
す
べ
き
で
は
な

い
か
。 

 

景
気
も
税
収
も
右
肩
上

が
り
で
さ
ほ
ど
の
借
金
な

し
の
時
、
日
本
列
島
改
造

論
を
唱
え(

昭
和
47
年)

人

と
金
と
物
の
流
れ
を
巨
大

都
市
か
ら
地
方
に
逆
流
さ 

ど
う
す
る
国
の
借
金 

無
責
任
の
極
み
！ 

円
の｢
実
力｣

40
年
で
最
低 

増
税
と
歳
出 

削
減
以
外
な
し 

文
責･

稲
井
捨
信 

言
わ
ず
し
て
死
ね
な
い 


